
令和４年度当初予算　復活見積調書（部長）　 総合政策部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
男女共同
参画セン
ター

男女共同参画
推進費

会計年度任用職員（男
女共同参画センター推
進員）

男女共同参画社会の実現に向け
て、女性の社会進出を促す取り組
みを充実させるために、各種の啓
発活動や事業の実施、関係団体へ
の指導や支援を担当する専門職員
を任用します。
男女共同参画センター設置（令和3
年5月6日）に伴い、毎月第１・第３
土曜日も開所としており、職員の振
替休日が発生します。また、本庁と
の事務連絡や各種事業の実施、Ｄ
Ｖ等の相談に対応するため、常に
職員が3人以上いることを必要とし
ていますが、その体制が確保できま
す。

4月　　雇用継続手続き、雇用

4月～3月（通年）
次世代育成男女共同参画事業、男女共同参画・女性活躍フォーラム
に関する事務、ホームページ・SNS等による広報活動、男女共同参画
センター庶務、啓発、窓口業務全般、市民団体くさつ男女共同参画市
民会議い～ぶんの運営支援

2,129 2,129 0 0 2,129 0 0 0 0 2,129 2,129 2,129

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

2 広報課 一般会計（歳入） ふるさと寄附金

　本市を応援しようとする個人また
は団体から広く寄附金を募り、これ
を財源として事業を実施することに
より、本市のまちづくりに資すること
を目的とします。本市ならではの返
礼品を提供することでシティセール
スにつながり、地場産業の活性化
を図ることができるものと考えます。

（随時）寄附の受け入れ、返礼品送付、新規返礼品事業者の開拓 400,000 400,000 450,000 450,000 -50,000 0 0 0 0 -50,000 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

3 広報課
シティセールス推
進費

ふるさと寄附関係経費

　本市を応援しようとする個人また
は団体から広く寄附金を募り、これ
を財源として事業を実施することに
より、本市のまちづくりに資すること
を目的とします。本市ならではの返
礼品を提供することでシティセール
スにつながり、地場産業の活性化
を図ることができるものと考えます。

（随時）寄附の受け入れ、返礼品送付、新規返礼品事業者の開拓 208,501 208,501 234,114 234,114 -25,802 0 0 0 0 -25,802 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

4 職員課 人事管理費 会計年度任用職員報
酬

職務の遂行に必要な知識、技能、
資格等を有する会計年度任用職員
や産前産後休暇、育児休業、病気
休暇取得者の代替として任用する
会計年度任用職員を配置すること
により、各所属の人員体制を確保し
適正な事務執行を図ることを目的と
するものです。

92,920 92,920 89,803 89,803 23,745 0 0 0 0 23,745 23,745 23,745

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

5
草津未来研
究所

草津未来研究所
運営費

草津未来研究所運営
会議役員報酬

草津未来研究所は、所長、副所
長、顧問、運営委員、相談役、研究
員で組織し、現在4名の学識経験者
の方を2年間の任期で役員に任命
しています。(現任期：令和2年4月1
日～令和4年3月31日)
今般、市と大学との組織的な連携
強化を一層図りながら研究所を運
営していくため、学識経験者による
研究所役員を1名増員します。

任期：令和4年4月1日～令和6年3月31日 (2年間)
運営会議：年4回開催予定 (5月、8月、11月、2月頃)

320 320 320 320 80 0 0 0 0 80 80 80

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

当初
見積額

内示額 復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
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■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

当初
見積額

内示額 復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

6 草津未来研
究所

草津未来研究所
運営費

UDCBK社会実験準備
事業等

<目的＞
大学を活かしたまちづくりの一環と
して、大学との連携による研究成果
の草津市への適用可能性や新たな
技術や制度の社会的受容の条件
等について市民とともに検証するた
め、本市が設定したテーマについて
社会実験準備事業を募集します。
＜効果＞
大学の持つ知的財産や人材、学生
の力といった資源をまちづくりの中
に取り入れ、それらを活かしたまち
づくりを進めることができます。ま
た、大学の研究成果等を草津のま
ちづくりの中に組み入れることで、
市民が大学を身近に感じることがで
き、市民と大学の交流が促進されま
す。また、市が実施しようとしている
事業を当該事業に取り入れることに
より、市民主導型の事業展開が可
能となります。

社会実験準備事業等実施スケジュール
・４月　　　　　 　大学へ募集開始
・５月初旬 　　　提案書提出締め切り
・５月～６月 　　審査後、採択・不採択　 結果通知
・７月上旬まで　契約締結・事業開始
・１１月末まで 　事業中間報告書提出
・２月頃 　　　　 成果報告会
・３月　　　　　　 事業完了届の提出

1,000 500 0 0 1,000 500 0 0 0 500 1,000 500 500

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

7 経営戦略課 情報化推進費
行政手続きのオンライ
ン化に係る申請管理シ
ステム等の構築

マイナポータルのお知らせ機能
（プッシュ型通知送信）との連携を行
うことにより、市からの通知を送付し
たり、開封状況を確認することがで
きたりと、きめ細やかなサービスを
行うことができるようになります。

現在、開発元からの正確なシステムリリース時期が提示されておら
ず、スケジュールを立てられない状況であることから、申請管理シス
テムも含めて最大の費用を見積もっているため、利用開始時期を調
整し、適正な予算執行を行います。

12,694 7,249 11,121 5,676 1,111 0 0 0 0 1,111 1,111 1,111

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

8 経営戦略課 情報化推進費
システムサポートセン
ター管理委託

市のネットワークやパソコン等の監
視・管理、各課がシステム導入をす
る際の相談や各ベンダーとの連絡
調整、システム構築支援など、専門
性の高い業務、障害対応や各職員
からの問い合わせ対応など、幅広
い業務に対応していただくことで、
当課の業務負担の減や各職員の
円滑なシステム等の利用に寄与す
るものです。

現在の契約はR4.3までとなっていますが、年次更新の業務や年度切
替による庁内からの問い合わせ増の対応のため、４か月程度の延長
契約を行い、繫忙期を避けて事業者選定を検討しています。

31,548 31,548 24,420 24,420 7,128 0 0 0 0 7,128 7,128 7,128

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

9 経営戦略課 情報化推進費 ネットワークシステム
構築機器等一式

平成29年度（H30.1）に導入したネッ
トワーク機器（アクセスポイント、ス
イッチなど）の更新およびバックアッ
プサーバの逼迫による簡易サーバ
の設置を行い、庁内の適切なネット
ワーク環境の構築を行います。

令和4年12月までの契約ですが、機器の供給不足により、納品時期
が例年より時間がかかっているため、情報収集を行いながら発注時
期を見定めてまいります。

5,377 5,377 2,282 2,282 2,278 0 0 0 0 2,278 2,278 2,278

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

10 経営戦略課 情報化推進費
パソコンリース料一式
（300台)

平成29年度（H30.3.1）に調達した旧
機の更新をします（300台）。

11月　売価入札・決定
12月　リース入札
2月　 納品
3月1日～　運用開始（５年間のリース）

750 750 0 0 750 0 0 0 0 750 750 750

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

11 経営戦略課 行政経営改革推
進費

AI-OCR利用料

市民等から提出される紙の申請書
等をAI-OCRで読み取り電子データ
化することで、システム等への入力
業務の効率化を図るとともに、電子
申請の拡大など行政手続きのデジ
タル化の推進を目的とします。ま
た、導入にあたっては、おうみ自治
体クラウド協議会で共同調達するこ
とで、草津市単独で導入する場合と
比べ月額利用料等のランニングコ
ストの縮減を図るものです。

・2月-5月 おうみ自治体クラウド協議会　分科会での検討
・9月 契約更新

594 594 297 297 297 0 0 0 0 297 297 297

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。
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当初
見積額

内示額 復活
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査定額
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結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
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12 経営戦略課
行政経営改革推
進費

ビジネスチャット使用
料

多様化・複雑化する行政課題に対
して、限られた人員・時間の中で、
行政サービスの質を維持・向上させ
るためには、所属間の垣根を越え
た連携、コミュニケーションの効率
化が必要です。また、新型コロナ
ウィルス感染症や災害時等の情報
共有・情報伝達手段として、LGWAN
環境で通信できるビジネスチャット
は、高い情報セキュリティを確保し
た状態で活用できるものです。令和
３年度は、正規職員（一部の幼児教
育職を除く。）にアカウントを付与
し、運用することで、コミュニケーショ
ンの維持効率化、ペーパーレス等
の効果が一定得られました。このこ
とから令和４年度は、アカウント付
与範囲を会計年度任用職員を含む
全職員へ拡大するものです。

・3、4月　契約・運用前準備
・4月～運用開始

5,346 5,346 3,386 3,386 1,960 0 0 0 0 1,960 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

13 危機管理課 防犯対策推進費
（仮称）子ども見守り防
犯カメラ設置事業

本市の犯罪発生件数は、各関係機
関や官民との協働による防犯対策
の取組みにより減少傾向です。
それにもかかわらず、市民意識調
査の結果「犯罪のないまちづくり」に
ついては、重要度の高い基本方針
として上位にあがっておりますが、
不満に思っている人が多い現状が
あります。
その要因として、性犯罪や子供や
女性を狙った前兆事案の発生件数
は高止まりしている現状が考えられ
ることから、子どもや女性を対象とし
た犯罪が起こりやすい小学校通学
路や利用者数が多い駅前周辺に防
犯カメラを重点配置します。

設置台数
年度 設置台数 主要設置箇所

令和4年度 約１７０台 （通学路、駅前）
令和5年度 約１８０台 （通学路、駅前）

※詳細は別紙の通り

15,890 15,890 3,140 3,140 6,864 0 0 0 0 6,864 2,957 2,957
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

14 危機管理課 消防団活動費 消防団処遇改善事業

全国的な消防団の課題として
①若年層の入団者数の大幅な減少
②多様化する消防団の役割
以上2点が大きな課題として取り上
げられており、本市消防団について
も入団者数の減少により実員数が
減少しています。
また、消防団員が対応する災害の
多様化により、消防団員の活動が
多様化、複雑化しており団員一人
ひとりの負担が重くなっていること
から処遇改善を行い、団員確保を
図り、地域防災力の向上を目指しま
す。

令和4年4月1日条例改正施行 35,968 35,968 1,139 1,139 34,829 0 0 0 0 34,829 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

15 危機管理課 消防施設整備費
耐震性貯水槽清掃及
び緊急遮断弁点検業
務

災害発生時の飲料水等確保を目的
として市内５か所に設置されている
飲料水兼用耐震性貯水槽につい
て、水道本管などから流入する錆や
濁りの成分を水槽内から排出する
ことで確保する水の水質向上を図り
ます。
合わせて緊急遮断弁の動作確認を
行うことで、施設の実効性確保につ
なげます。

Ｒ４．９：清掃業務発注
Ｒ４．１１：清掃業務完了

2,200 2,200 0 0 2,200 0 0 0 0 2,200 1,353 1,353

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。
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16 危機管理課 防災対策費
草津市防災ハンドブッ
ク更新作業

　阪神淡路大震災においては、自
助・共助による活動が人命救助の
約８割を占めていたことから、全市
民が防災に関する知識を得て、自
助・共助という災害対策をする必要
があります。
　出前講座等による周知・啓発で
は、防災に一定の関心がある町内
会等の団体のみを対象としたもの
になってしまうため、自助・共助に係
る防災知識を広く全市民に周知し、
平常時や災害時においても効果的
に活用できるよう、全戸配布を行い
ます。

令和４年４月　　　　　契約
　　　　　 ５月～８月　校正作業
令和５年４月　　　　　全戸配布

9,867 9,867 0 0 9,867 0 0 0 0 9,867 9,867 9,867

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

部合計 825,104 819,159 820,022 814,577 18,436 500 0 0 0 17,936 52,695 500 0 0 0 52,195


